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ライフサイエンス人材育成事業に関する補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、公益財団法人あきた企業活性化センター（以下「センター」という。）

のライフサイエンス人材育成事業に関する補助金（以下「補助金」という。）の交付に関

し、センター定款第１０条第１項及び、センター業務方法書第６条の規定により、ライフ

サイエンス人材育成事業に関する補助金を交付するために必要な事項を定める。 

 

（目的） 

第２条 この事業は、県内外で開催されるライフサイエンス関連分野等の展示会・商談会（以

下「展示会」という。）に県内企業が出展する場合の出展費用の一部を補助することによ

り、県内企業のライフサイエンス関連分野等での研究推進及び販路拡大を支援することを

目的とする。 

 

（事業の内容） 

第３条 事業の内容は次のとおりとする。 

 １ 補助対象者 

   補助の対象となる者は、県内に本社、工場又は事業所を有する中小企業又は個人で、

補助を受けようとする展示会等への出品物を自ら製造又は開発するか、自ら製造若しく

は開発した製品又は部品等を紹介するパネル等を出展する者とする。なお、補助対象者

はセンターが公募により募集し、補助の可否を審査のうえ決定する。 

 ２ 補助対象展示会等 

   補助の対象となる展示会等は、交付決定の日より後に開催され、当該日の属する年度

の２月末日までに終了する展示会等で、ライフサイエンス関連分野等の製品又は部品・

試作品若しくはその製品等を構成する部品の評価や研究の推進、販路の拡大を目的とす

るため、自ら出展する次のものとする。 

  ⑴ 首都圏などで開催される広域的かつ大規模な展示会等 

  ⑵ その他、センター理事長が適当と認める展示会等 

 

（補助額及び対象経費） 

第４条 補助額及び対象経費は次のとおりする。（交付決定前に支払いが完了したものも含

む。）ただし、消費税及び地方消費税相当額は補助対象経費に含まない。 

 １ 補助額 

   補助率は、対象経費の２分の１以内（上限２０万円） 
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 ２ 補助対象経費 

  ⑴ 出展料（主催者に納入する経費） 

  ⑵ 小間代（展示会のブース料金等） 

  ⑶ 小間装飾代（ブース装飾、機材・備品等の賃貸料、電気・通信回線の申込等に要す 

る経費） 

 ⑷ ＰＲ媒体作成費（自社あるいは製品ＰＲのための、印刷物、画像データ、バーチャ 

ルリアリティデータ等の作成に要する経費。当該展示会のために新たに作成するもの 

に限る。） 

  ⑸ 展示物移送費 

  ⑹ 旅費 

  ⑺ その他リモート展示会等への参加に必要と認められる経費 

 ３ 交付回数 

   原則として、１回 

 

（補助金交付申請） 

第５条 補助を受けようとする者は、補助金申請書（様式第１号）に次の書類を添えて別に

定める日までに理事長に提出するものとする。 

  ⑴ 展示会等のパンフレット、出展物に関する資料 

⑵ 法人にあっては登記簿謄本及び直近の決算書、個人にあっては開業届及び直近の 

確定申告書の写し 

 

（補助金の交付決定） 

第６条 理事長は、前条の規定により補助金申請書の提出があった場合に、その内容を審査

の上、補助金を交付すべきものと認めたときは補助金の交付の決定をするものとする。 

この場合において、理事長は、補助金の適正な交付を行うために必要があるときは、申

請に係る事項について当該補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）

の遂行を不当に困難とさせない範囲の修正を加えて補助金の交付決定をすることができる。 

 ⑴ 補助事業に要する経費の配分及び配分された経費に対応する補助金の額の区分は補 

助金交付申請書記載のとおりとすること。ただし、補助金交付申請の額は千円に満た

ない端数を切り捨てること。 

  ⑵ 補助金の額の確定は、補助対象経費区分ごとに補助率を乗じて得た額とすることと 

し、千円に満たない端数は切り捨てること。 

  ⑶ 補助金をその目的以外に使用しないこと。 

  ⑷ 次に掲げる場合には、あらかじめ、計画変更承認申請書（様式第４号）により理事 

長の承認を受けなければならないこと。 

   ア 補助事業に要する経費の配分の変更をしようとする場合。ただし、経費区分間の
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配分額の２０パーセントを超えない軽微な変更を除く。 

   イ 補助事業の内容の変更をしようとする場合。ただし、事業目的に影響しない程度

の軽微な変更を除く。 

  ⑸ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合 

は、速やかに補助事業遅延等報告書（様式第６号）により理事長に報告してその指示 

を受けなければならないこと。 

  ⑹ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、あらかじめ事業（中止）廃止申 

請書（様式第５号）を理事長に提出し、その承認を受けなければならないこと。 

  ⑺ 理事長が補助事業に係る実績報告等を受け、その報告等に係る補助事業の実績が補 

助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に適合しないと認めた場合は、理事長の 

指示に従うべきこと。 

  ⑻ 法令、この要領及び理事長が別に定めるところその他の関係規程を遵守するととも 

に、理事長の指示及び命令事項を確実に履行すること。 

    

（補助金交付の条件） 

第７条 理事長は、前条の決定をする場合においては、補助金の交付の目的を達成するため

に必要な条件を付することがある。 

 

（決定の通知) 

第８条 理事長は、補助金の交付を決定したときは、補助金交付決定通知書（様式第２号）

により、すみやかにその決定の内容及びこれに条件を付したときはその条件を、補助金交

付申請を行った者に通知するものとする。 

  また、不採択となった者には、申請結果通知書（様式第２号の 1）により通知するもの

とする。 

 

（申請の取下げ） 

第９条 補助金交付申請を行った者は、前条の通知を受けた場合において、当該通知に係る

補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、当該通知を受理

した日から１０日以内に補助金交付申請取下書（様式第３号）により申請の取下げをする

ことができる。 

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該補助金に係る交付の決定はなかっ

たものとみなす。 

 

（事情変更による決定の取消し等) 

第１０条 理事長は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更により

特別の必要が生じたときは、その決定の全部若しくは一部の取消又はその決定の内容若し
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くはこれに付した条件を変更することがある。ただし、補助事業のうちすでに経過した期

間に相当する部分については、この限りでない。 

 

（債権の承継等） 

第１１条 補助事業の債権を承継した者は、その事実を証する書面及び印鑑証明書を添えて、

債権継承届（様式第８号）を理事長に届け出なければならない。また、補助事業を行う者

（以下「補助事業者」という。）において、その代表者の更迭があったときは、代表者の

更迭届（様式第９号）により届けなければならない。 

 

（状況報告) 

第１２条 補助事業者は、補助事業の遂行の状況に関し補助事業遂行状況報告書（様式第１

２号）により理事長に報告しなければならない。 

 

（補助事業等の遂行等の指示） 

第１３条 理事長は、補助事業者が提出する報告等により補助事業が補助金の交付の決定の

内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、その者に対して、

当該補助事業を遂行すべきことを指示することがある。 

２ 理事長は、補助事業者が前項の指示に違反したときは、その者に対し、当該補助事業の

一時停止を指示することがある。 

 

（実績報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業の完了又は理事長の承認を受けて補助事業を中止、若し

くは廃止したときは、事業の終了の日から３０日以内もしくは交付決定に係る会計年度の

３月３１日のいずれか早い日までに、補助事業実績報告書（様式第１３号）に、請求書及

び領収書の写し、展示会に参加したことが確認できるものを添付して理事長に提出しなけ

ればならない。 

 

（補助金額の確定） 

第１５条 理事長は、前条の報告を受けた時は、報告書の書類の審査及び必要に応じて行う

現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれ

に付した条件への適合の可否を調査し、適合すると認めた時は、交付すべき補助金の額を

確定し、補助金確定通知書（様式第１４号）により通知する。 

 

（補助金の請求） 

第１６条 補助事業者は、補助金の額の確定があったときは、補助金交付請求書（様式１５

号）により請求をすることができる。 
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（補助金の交付) 

第１７条 理事長は、補助事業の完了確認後補助金を交付するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１８条 理事長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の

決定の全部又は一部を取り消し、その取り消しに係る部分に関しすでに補助金が交付され

ているときは、期限を定めて返還をさせるものとする。 

１ 補助金を他の目的に使用したとき。 

２ 提出書類の記載事項に虚偽があるとき。 

３ 補助事業の実施方法が不適正であるとき。 

４ 前各号に掲げるもののほか、この要領の規定又は交付の条件に違反したとき。 

 

（延滞金) 

第１９条 補助事業者は、前条の規定による補助金の返還にあたり、これを納期日までに納

付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額に年１

０．９５パーセントの割合を乗じて計算した額の延滞金をセンターに納付しなければなら

ない。 

２ 理事長は、前項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、延滞金の全

部又は一部を免除することができる。 

 

（理由の提示) 

第２０条 理事長は、補助金の交付の決定の取消し、補助事業の遂行若しくは一時停止の命

令又は補助事業の是正のための措置の指示をするときは、当該補助事業者に対してその理

由を示さなければならない。 

 

（調査等) 

第２１条 理事長は、補助事業の実施の適正を期するため必要があると認めるときは、補助

事業者に報告をさせ、センター職員をして帳簿書類その他の物件を調査させることができ

る。 

 

（補則） 

第２２条 この規則に定めるもののほか、事務の手続きその他必要な事項は、理事長が別に

定める。 
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   附 則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要領は、令和２年７月８日から施行する。 

   附 則 

この要領は、令和３年６月２２日から施行する。 

 


